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県有施設の原則廃止及び県から市町村への補助金等の見直しに関する意見書 

 

 

 神奈川県緊急財政対策本部調査会は、今年９月２１日、県民利用施設、県営住宅などの

県有施設は市町村への移譲も含めて原則全廃の視点で見直し、補助金は市町村向けのもの

も含めて全て一時凍結の上、抜本的に見直すべきといった内容を盛り込んだ県への提言と

なる最終意見をまとめ、知事に提出した。 

 見直しの対象となる県民利用施設及び出先機関については、川崎市内では、県立川崎図

書館、県立東高根森林公園、３つの県税事務所、パスポートセンターなどが対象となって

いる。 

 また、県営住宅については、民間賃貸住宅の借り上げ方式や家賃補助方式などに転換し、

県が保有する必要性が低下した住宅は積極的に廃止するとしているが、川崎市内には県営

住宅が約４，０００戸も存在している。 

 さらに、見直しの対象となっている県からの補助金には、本市に対するものとして、今

年度予算で、小児医療費助成事業補助金にあっては約６．２億円、重度障害者医療費給付

補助事業補助金にあっては約６．３億円の補助金などが含まれている。 

 最終意見では、県有施設の機能の維持や、市町村への補助金の見直しにおける市町村

との十分な調整に言及してはいるものの、これらの県有施設の廃止・移譲や補助金の削減・

廃止・凍結が行われるようなことがあれば、本市の市民生活・福祉施策・行財政に計り知

れない影響をもたらすことになる。 

 よって、県におかれては、県有施設の廃止・移譲、県から市町村への補助金等の削減・ 

廃止・凍結などの見直しを行なわれないよう強く要望するものである。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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